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2F Ⅰ 6 学際・文理融合教育としての「統合科学技術コース」開発の 試み 
一 北陸先端科学技術大学院大学 2 Ⅰ世紀 coE プロバラムにおける 事クぴ 

0 小林俊哉，中森 義輝 ( 北陸先端科学技術大学院大 ) , 
緒方三郎 ( 未来工 研 Ⅰ北陸先端科学技術大学院大 ) , 立願剛志 ( 北陸先端科学技術大学院大 ) 

はじめに の 成果をも反映せしめ、 演習のみではなく 実践 

北陸先端科学技術大学院大学においては、 平 を通した研究教育への 橋渡しとなる 役割も担う 

成 15 年 10 月以来、 れ世紀 COE プロバラムを ことを狙いとしている。 

遂行中であ る 1 。 本 COE プロバラムにおいては 現在本年度 10 月の開講に向け、 講義内容の充 

「自律型人材」育成を 基本とし、 「自律的に物事 実化、 講師の選定、 実践用の演習課題の 改定等 

を論理的に考え、 本質的課題を 発見できる能力」、 を行っている。 この試みは今後、 学際・文理 融 

「自律的に自分の 考えや意見を 的確に表現し 伝 合を実践的に 担う研究・研究支人材育成の 試み 

達する能力」、 「自律的に他人との 協働の中で研 であ る。 本報告ではカリキュラム 開発の現状と 

究 活動を推進する 能力」の開発のための 講義を 今後の展望を 報告する。 

COE プロバラムに 従事する博士課程院生 ( リサ 

一 チア ソ ジェイト等 ) の選抜メンバーを 対象に 1. 統合科学技術コース 構築の経緯と 組織的背景 

試行した。 これは クリエータ ・コーディネータ 本学 3 研究科の一 つ であ る知識科学研究科は 、 

双方に必要な、 いわば自律的研究者として 最も 自然、 個人、 組織および社会の 営みとしての「知 

必要な素養の 開発を目指したものであ り、 試行 識創造」という 切り口で、 物質科学、 生命科学、 

の 結果を踏まえより 実践に応用可能な 講座の必 認知科学、 情報科学、 システム科学から、 社会 

要性が理解された。 それらの実践の 成果を受け、 学、 組織論や経営学、 経済学にいたるまでの 自 

平成 17 年度秋季から 本学 3 研究科横断の 新教育 然科学分野や 社会科学分野の 学問を再編、 融合 

プロバラムであ る「統合科学技術コース」を 莞 した教育研究体制を 整備し、 知識創造のメカ 二 

足せしめることとなった。 本 コースにおけるカ ズム を探求している。 同時に、 将来の知識社会 

リキュラムのために、 異なる学問分野間横断 研 を担 う 問題発見・解決型人材、 すなわち「知識 

究 のために必要な 理論・知識㈹ 習得のみならず 社会のパイオニア」を 養成することを 目標とす 

演習をも含む、 より実践的な 講義を実施するた る " 研究対象としては、 自然界における「分子 

め 「ロジカルシンギンバ」、 「手際コミュニケー 知識システム、 カオスやフラクタルなどの 複雑 

ション論」等を 開発した。 また本学 CUE プロバ 系など」個々の 人間の「認識や 知能、 遺伝子知 

ラムにおいて 現在推進されている 分野横断研究 2  識 、 知識システム、 知識創造等、 組織や社会に 

おける「組織ダイナミックス、 意思決定メカニ 

1 詳細は小林俊哉・ 中森 義輝 「知識科学に 基づく科学 ズム、 社会システム、 創造性開発システム、 研 

技術の創造と 大学における 実践の試み 事例」平成 - 16 北陸先端科学技術大学院 年研究・技術計画学会第 究 開発プロセスなど」の 領域を中心としてさら 
19 回年次学術大会講演要旨集を 参照されたい。 には、 新しい社会現象としての「ネットワーク 

2 本学知識科学研究科と 材料科学研究科の 文理融合連携 研 ネ土会、 サイバースペ @ ス 、 バーチャル・ラボ ラ 
究 プロジェクトを 指す。 その詳細は下記の UKL を参照され 
たい。 http: ⅣⅣ WW.jaist.ac.Jp/c ㏄ /proJec は lnsJ. Ⅱ tm トリ、 バーチャル・コーポレーション、 サイバ 
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一 メトロポリス、 知識社会など」 を広く対象と 

している。 また、 研究活動においては、 コンピ 

ュータ・ネットワークやシミュレーションなど 

の知的技術を 多用すると同時に、 日常生活、 現 

実社会での事象、 現象に関する 研究を重視する 

立場から地域の 企業・団体から 海外までを対象 

として共同研究、 フィールドワークなどを 積極 

的に実施 L, ている。 知識科学研究科は 、 二ぅし 

・ た 取り組みの成果として、 平成 15 年、 21 世紀 

COE プロバラム「知識科学に 基づく科学技術の 

創造と実践」を 、 主として材料科学研究科との 

連携の墓に採択を 受けることができた。 

まだ情報科学研究科は、 情報科学における 最 

新の数理的方法論やソフトウェアテクノロジ、 

人工知能技術などを 適用し、 安心な電子社会の 

ための基盤技術の 構築を目指してきた。 電子社 

全 システムのモデル 化、 その正しさ・アカウン 

タビリティ・セキュリティ・ 耐 故障性などの 安 

心性要件を、 論理検証技術を 用いて確立する 方 

法論、 社会の変化に 応じて電子社会システムを 

進化発展させるための 科学的方法論などを 開拓 

しつつあ る。 以上の取り組みの 成果とし， て 平成 

16 午に 21 世紀 COE プロバラム「検証進化可能 

電子社会」の 採択を受けることができた。 

以上の 3 研究科の成果に 立脚し研究科相互が 

緊密に連携を 構築し、 現代社会が共通に 抱える 

地球環境問題や 情報化社会における「安全・ 安 

心」の確保等の 解決が決して 容易ではない 課題 

に 先導的に取り 組む人材を育成するために 統合 

科学技術コースの 創造を推進することとなった。 

2. なぜ本学 3 研究科が教導・ 連携して 木 コース 

を 推進するのか 

その理由は以下の 2 点であ る。 

1 点目は、 複数学問分野間の 連携を主体的に 

推進し ぅる 知識とスキルを 備えた人材の 教育の 

必要性であ る。 地球環境問題、 資源エネルギ @ 

問題等、 従来の文系、 理系の縦割りの 学問体系 

では対処しきれない 課題が 20 世紀末以来増加し 

てきている「例えば 地球環境問題は、 温暖化問 

題にも象徴されるよ う に技術的側面の 課題のみ 

ならず．省エネ 政策を進める 上での社会的側 

面・産業的側面、 日常生活のあ り方の変革に 関 

わる文化的側面等対処すべき 課題は、 多岐に 亘 

り 、 これらの課題に 取り組むべき 学問分野も理 

工学の諸分野から、 政治経済、 社会、 法学等の 

人文・社会科学の 諸分野の取り 組みが不可欠で 

あ る。 さらにこれらの 文理の学問間の 有機的連 

携も必須であ る。 こうした傾向は 今世紀におい 

て - 層 強まることが 予測さ オ しる。 本学 は 、 情報 

科学研究科、 材料科学研究科、 知識科学研究科 

の各分野の 3 研究科を擁しでおり、 こうした複 

数学問分野の 連携を構築する 基盤は既に準備さ 

れている。 こ 60 よ、 う な基盤に立脚し r"3 研究科 

の有機的連携を 構築し、 学問分野横断・ 連携に 

基づく新しい 教育カリキュラムを 設置すること 

は時宜に適っていると 考えられだ。 

2 点目は 、 我が国の科学技術基本計画策定以降     

競争的・流動的研究環境が 推進され，若手研究者 

が自律的に研究をマネジメ ，ト しうる能力の 育 

成㏄必要性が 高まって。 る 。 この問題を統合科 

学 技術コースの 取り扱う分野であ るが、 これは 

本学の 3 研究科における 教育面の共通課題であ 

るため、 統合的な教育カリキュラムを 設けるこ 

とにより、 教育活動の効率化を 図ることができ 

ると考えた結果であ る。 

3, 各研究科が統合科学技術コースに 取り込む教 

育内容 

本 統合科学技術コースにおいては、 以下に示 

す、 複数学問分野間連携のために 必要な知識の 

習得と研究マネ 、 ジメント 上 必須のス キ ル獲得に 

必要な履修科目を 設ける。 
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研究科横断履修科目例 : 

[ 統合科学技術コース ] 

既存の各研究科の 専門科目に加えて 以下の科 

目を履修せしめる。 

◆科学哲学・ 科学史、 

◆イソベーション 概論、 

◆システム科学方法論、 

◆科学データベース 構築論、 

◆科学知識創造論、 

◆次世代科学技術展開論、 

◆知的資産戦略論、 
◆ロードマ ヅ ピンバ 論、 

◆科学知識社会論、 

◆科学者倫理特論、 

◆材料企業化戦略論、 

◆材料技術マネジメント 論、 

◆テクノロジ 一実践論など 

[ 必須スキルトレーニン 列 

◆ プ レゼンテーション カ ; 表現力、 発表 力 、 ビ   

ジュアルツール   活用法 ) 

◆ロジカルシンキング ( 知識の獲得・ 応用・実 

践等育成 ) 

◆学際コミュニケーション 論 ( プロブレムツル 

ビンバ 論 、 知識ミニマム 論 ) 

4. 統合科学技術コースの 概要 

統合科学技術コースの 概要は以下の 通りであ 

る。 

設置する課程 : 

統合科学技術コース は 、 本学が有する 3 研究 

科 ; 知識科学研究科、 情報科学研究科及び 材料 

科学研究科Ⅰの 博士双期課程及び 博士後期課程 

に 設置する。 

受講対象者 : 

博士双期課程又は 博士後期課程の 入学資格を 

満たし、 かっ、 入学時までに 原則として 3 年 以 

上の社会経験を 有する者とする。 

修業年限 : 

博士双期課程にあ っては 2 年、 博士後期課程 

にあ っては 3 年であ る。 

なお、 優秀な学生にあ っては、 上記修業年限 

を 短縮して修了することも 可能。 また、 入学後 

を ，職務等の都合により 大学での学習が 制限され、 

上記修業年限での 修了が困難な 学生のために 長 

期履修学生制度があ る。 

修了要件 : 

①博モ前期課程 

ml) 授業に係る単位を 以下の要件を 満たし 10 科 

目 20 単位以上修得すること。 

所属する研究科の 専門科目を 4 科目 8 単位以 

上修得。 副 テーマ研究指導を 受ける研究科の 専 

門科目を 3 科目 6 単位以上修得。 

(2) 論文指導の評価に 係る単位 10 単位を修得す 

るこ - と 。 

(3) 必要な研究指導を 受けた上で修士論文を 提出 

し、 その審査及び 最終試験に合格すること。 

②博士後期課程 

(1) 授業に係る単位を 以下の要件を 満たし 5 科目 

10 単位以上修得すること。 

所属する研究科の 専門科目を 2 科目 4 単位似、 

正修得。 副 テーマ研究指導を 受ける研究科の 専 

門科目を 2 科目 4 単位以上修得すること。 

(2) 論文指導の評価に 係る単位 10 単位を修得す 

ること。 

また必要な研究指導を 受けた上で博士論文を 

提出し、 博士論文の審査及び 最終試験に合格す 

ること。 

修了証書 : 

所定の単位を 修得した者に 対しては、 所定の 

学位を授与するとともに、 統合科学技術コース 

修了証を交付する ( 科目等履修生の 場合にあ っ 

ては、 統合科学技術コ @ ス修了証を交付しない ) 。 

なお、 今後末コースには 本学事務職員も 入学 

させ、 「知のコーディネータ」として 育成し知識 
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科学の学位を 取得させる予定であ る。 

5. 統合科学技術コースにおける「学際コミュ 二 

ケーション 講 」の目指すもの 

学際コミュニケーション 論は本統合科学技術 

コースにおいて 初めて教育実践に 供されるカリ 

キュラムの一つであ る。 本学 COE プロバラムに 

おいて試行されている 学際コミュニケーショ 、 ノ， 

レム・ゾルビンタ 乍ぬ ) 、 研究者間のコミュニケー 

ション・スキル 開発を主要な 内容としている。 

前述のように 現代社会は地球温暖化や 資源ェ ネ、 

ルギー問題など 単独の学問領域では 解決できない 

多くの大規模複雑な 問題に直面しっ っ あ る。 さら 

に科学技術の 高度な発達は 学問領域の細分化を 生 

じせしめ、 こうした諸課題の 解決を困難にしてい 

るのであ る。 これらの課題を 解決するためには 課 

題 に応じて複数学問領域の 研究者や利害関係者、 

非専門家を含む 多くのアクターとの 相互交流が欠 

かせない。 しかし、 学問分野をまたがる 研究プロ 

ジェクトの現場に 視点を向けてみると、 アクター 

間の対話不全が 相互交流に支障を 来している場合 

が 多々あ る。 そのため学問分野をまたぐ、 学際的 

研究を円滑に 推進するた - めには、 異なる分野の 研 

究 者、 利害関係者を 含む多くのアクターと ; 円滑な 

コミュニケーションが 必要であ る。 また、 分野を 

またぐ研究をコーディネートできる 人材育成や研 

究 活動をサポートする 手法、 方法論の開発も 急務 

であ る。 

「学際コミュニケーション 論」はこうした 課題 

に 応えるべ く 構築されっつあ る。 

図 統合科学技術コースの 概念図 

活動 3 の成果を反映させつ つ 開発を進めている。 

異なる研究分野間の 協働の具体的方法論と、 そ 

れに基づく課題設定、 課題解決方法論 ( ブロブ 

3 学際コミュニケーション 活動の詳細については・ 浅 

野 浩央 「大学における 学問分野をこえたコミュニケ - 
ションの諸課題 - 北陸先端科学技術大学院大学 21 世 

ね。 COE プロバラムにおける 学際コミュニゲーション   

活動を通して」研究，技術計画学会第 20 回年次学術 
大会一般講演 平成 17 年 10 月を参照され ，たい。 
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